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第１４章　開発途上国における日本の教育経験の応用に向けて

れば、３度の「教育改革」と1900年（明治33年）に

公布された一連の法令をもって、日本の教育発展の

段階をおおまかに区分することが可能であり、そう

することで各段階における教育開発の焦点をより浮

かび上がらせることができるように思われる。した

がって、以下では、まず、教育の発展段階を「近代

的な学校教育の導入期（1868～1899年（明治元～32

年））」、「教育制度の拡充期（1900～1945年（明治33

～昭和20年））」、「戦後の教育制度復興期（1945～

1969年（昭和20～44年））」、「社会変容に対応する教

育の充実期（1970年（昭和45年）～現在）」に区分

したうえで、教育開発課題に焦点を当てた施策の変

遷と学校教育段階から見た施策の変遷について分析

する。なお、表14－１に各時期における具体的取り

組みをまとめたので、参照されたい。

1-1 教育開発課題別にみた変遷

教育施策の重点の変化を教育開発課題別にみた場

合、概して「教育の量的拡大」から「教育の質的向

上」に重点が移行しており、「教育マネジメントの

改善」には継続して重点が置かれてきたことがわか

る。

「近代的な学校教育の導入期」には、1872年（明

治５年）の「学制」を中心とする「明治初年の教育

改革」が実施され、政府の近代化政策のもと、欧米

をモデルに近代的な学校教育制度の構築が図られ

た。この時期には教育のマネジメントに焦点を当て、

教育行財政システム及び学校教育体系を確立するた

めの教育関係法規を整備し、教育予算の確保や教育

関連情報の整備を行った。その際、他国を対象にし

た研究成果や外国人アドバイザーの助言などを活用

した。また、教育の質的向上に直結する教員養成や

教員免許に関する制度的な枠組みについても法整備

を行った。これと並行して、学校や学校を直接監督

する地方自治体においては、就学促進に資する施策

第Ⅰ部では、1872年（明治５年）の「学制」公布

以降を中心に、教育開発の視点からあらためて日本

の教育史を概観し、日本がどのように近代的な学校

教育制度を確立して、質・量両面にわたって学校教

育を発展させてきたのかを振り返った。また、第Ⅱ

部では、「日本の教育経験」として抽出可能なテー

マを提示し、その取り組みの概要についてまとめて

きた。ここでは、第Ⅰ部及び第Ⅱ部のまとめとして、

日本の教育開発の特徴を明らかにしたうえで、これ

まで見てきた「日本の教育経験」を途上国の教育開

発に応用する際の考え方や工夫、配慮、課題などに

ついて述べる。

なお、本報告書の目的は、かつて途上国であった

日本がどのようにして自国の教育開発を達成してき

たのかを可能な限り客観的に述べ、途上国が教育開

発を行ううえで参考になるような経験を紹介するこ

とにある。したがって、日本の教育経験をそのまま

途上国に移植し、同様の教育開発を実現させること

を目的とするものではないことを再度強調しておき

たい。

1．日本の教育施策の変遷

まずは、第Ⅰ部と第Ⅱ部の記述を参考に、日本の

教育発展の大きな流れをとらえてみることにしよう。

日本の場合、教育政策の決定過程が民主的である

か否かにかかわらず、行政主導で教育政策が法令化

され、それを地方自治体、学校及び地域社会の努力

によって実現していくという形で学校教育が発展し

てきた。したがって、教育関係の法令や主要な審議

会の答申を追うことで、教育の発展過程を大まかに

とらえることが可能だと思われる。こういった前提

に立って日本の教育施策の変遷を、教育開発の観点

からまとめてみたのが図Ⅲ－１である。

第Ⅰ部の第１章「日本の近代化と教育の発展」と

必ずしも一致した時代区分ではないが、この図によ
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図14－１　教育施策の変遷

時代

明治

大正

昭和
（戦前）

昭和
（戦後）

高度経済
成長以降

近代化

自由化

軍国
主義

民主化

多様化

近代的な
学校教育
の導入期
（1868～
1899年）

教育制度
の拡充期
（1900～
1945年）

教育制度
復興期
（1945～
1969年）

社会変容
に対応す
る教育の
充実期
（1970～
現在）

社会の
状況

教育の
発展段階

就学率（％）注 教育政策・施策
年

1873

1880

1890

28.1

41.1

48.9

1900 81.5 8.6

1910 98.1 12.3

1930 99.5 18.3

1945 99.8 45.3

1950 99.6 99.2 46.7

1960 99.8 99.9 57.6

1970 99.8 99.9 81.4 14.8

1980 99.9 99.9 95.5 30.7

1990 99.9 99.9 95.6 40.2

2000 99.9 99.9 95.3 54.4

小 中 高 大 量的拡大 質的向上 マネジメント

1869 大学校の法制化

1870 大学規則
海外留学生規則

1870 中小学規則

1886 小学校令
師範学校令

1886 中学校令

1886 帝国大学令

1897 師範教育令

1890 教育勅語

1899 実業学校令
高等女学校令

1900 自動進級制導入

1903 専門学校令

1900 義務教育無償化

1907 義務教育が4年
から6年に延長

1918 大学令 （大正自由教育）

1933 小学校国定教科書
1940 義務教育費国庫負担法

1941 国民学校令1943 日本育英会法

1947 教育基本法、学校教育法

1947 学習指導要領
（生活単元学習導入）

1947 日本教職員組合結成

1948 教育委員会制度

1952 中央教育審議会

1956 地方教育行政の組織
及び運営に関する法律

1950 教育職員免許法

1950 産業教育振興法

1953 理科教育振興法

1958 学習指導要領改訂
（系統学習重視）

1954 へき地教育振興法
盲学校、聾学校及び
養護学校への就学奨励
に関する法律

1956 学校給食法
就学困難な児童及び
生徒に係る就学奨励に
ついての国の援助に
関する法律

1963 教科書無償配布制
導入

1971 中央教育審議会答申（第三の教育改革）

1973 人材確保法
1974 教頭・主任の法制化

1975 私立学校振興助成法

1978 教育系大学院設置

1984 臨時教育審議会設置
1987 臨教審最終答申

1987 初任者研修開始

1998 教育課程審議会答申（総合的学習時間等）

2002 新学習指導要領実施

基礎教育関連 後期中等教育・職業訓練関連 高等教育関連 全体に関するもの

1917 臨時教育会議

1899 視学官及び視学の設置

1900 市町村小学校教育費
国庫補助法

1872 学制（中央集権的教育行政体制、学区制）

1879 教育令（民主的教育システム、就学強制の緩和）

1880 改正教育令（中央集権化、就学義務の厳格化、修身の重視）

1872 東京師範学校設立 1872 翻訳教科書の導入

1871 文部省設置

1885 内閣制度導入
初代文部大臣 森有礼

1885 町村立学校の授業料
徴収義務化

注：「小」＝小学校、「中」＝中学校、「高」＝旧制中学、高等学校、「大」＝高等教育機関
それぞれの就学率の定義

「小」及び戦後の「中」：義務教育学齢人口（外国人を除く就学者数＋就学免除・猶予者数＋1年以上居所不明者数）に対
する外国人を除く就学者数の比率

戦前の「中」：旧制中学校・高等女学校（実科を除く）・実業学校（甲）及び師範学校（第一部）のそれぞれ本科へ進学
した者の割合

「高」：該当年齢人口に対する在学者数（高等学校（通信制課程を除く）、中等教育学校校規過程（1999年以降）、盲学校・
聾学校・養護学校（高等部）、高等専門学校第1、2、3学年（1932年以降）、国立工業教員養成所（1965年）、国立養
護教諭養成所（1970年、1975年）の比率。通信教育の学生は含まれていない。

「大」：該当年齢人口に対する在学者数（大学（大学院を除く）、短期大学、高等専門学校第4、5学年（1962年以降）及び
専攻科（1992年以降）、専修学校専門課程（1976年以降）、国立工業教員養成所（1965年）、国立養護教諭養成所
（1970年、1975年）の比率。通信教育の学生は含まれていない。

出所：筆者及び事務局作成。各データについては以下の統計を参照。
文部省調査局（1962）（旧制中学の就学率データ）、文部科学省（2001）
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を彼らが主体的に実現できるような仕組み作りを行

いつつ、地域の現状に即した学校教育の見直しを実

施してきた。しかし、1873年（明治６年）には初等

教育就学率がわずか28.1％に過ぎず、明治期初頭に

は学校教育の普及が最優先課題とされた。

「教育制度の拡充期」においては、教育改革に匹

敵する1900年（明治33年）の一連の法令にて義務教

育の無償化、自動進級制の導入などの思い切った改

革が行われた。同時に、一般に教育上の不利益を被

りやすい女子に配慮したさまざまな施策も行われ、

盲学校・聾学校といった特殊教育機関の設置も義務

づけられた。マネジメントの観点からは義務教育費

の国庫負担が実施され、それまでの教育費の受益者

負担を軽減し、徐々に国庫による教育費の負担が増

加していった。このような対策により、初等教育の

就学率は80％を超え、次第に教育制度、教育内容、

指導方法などの改善とその成果といった教育の質的

向上が重視されるようになる。この時期には、教育

の質的向上を図るための教員による自主的な研究・

研修活動が活発になった。その後も教育の質的向上

に焦点が当てられ、「大正自由教育」に代表される

ような、民間による新しい教育のあり方が積極的に

模索された。しかし、第二次世界大戦で日本の学校

教育は壊滅的な打撃を被った。

「戦後の教育制度復興期」には、教育の民主化と

機会均等を柱とする抜本的な教育行財政システム及

び学校教育体系の改革が行われた。この時期には学

校教育の復旧と教育の機会均等が最優先課題とな

り、1947年（昭和22年）の「教育基本法」と一連の

教育関係法規を中心とする「戦後の教育改革」が民

主化政策の一環として実施された。例えば、教育の

質を規定する学習指導要領などのさまざまな国家基

準の整備、優秀な教員の育成・確保・資質向上に資

する施策、教育評価制度の構築とその遂行に関する

施策などが実施された。同時に、教育の質的向上に

加えて再び量的拡大にも重点が置かれるようになっ

た。その後、小・中学校を中心に、教育の量的側面

は急速な回復を見せ、1950年（昭和25年）には小・

中学校計９年間の義務教育就学率は99.2％に達する

までになる。また、教育の機会均等を達成するため

には一層の就学環境の整備・改善が必要との判断か

ら、へき地に居住する児童・障害児・経済的な就学

困難児への対応や学校給食・学校保健の推進などが

実施され、1960年（昭和35年）には小学校就学率が

99.8％、中学校就学率が99.9％に達するに至った。

学校教育制度が完成し、各教育段階の就学率もか

なり高くなった「社会変容に対応する教育の充実期」

には、教育開発の重点は教育の質的向上に置かれる

ようになった。この時期には、1960年代に経験した

急激な社会経済構造の変化に対応すべく、教育制度

を全面的に見直し、全学校体系の再編を意図した包

括的な改革が目指された。また、教員のモティベー

ションを高めるために教員の待遇改善が行われ、各

学校の独自性を重視した学校運営管理の改善を目指

す措置が講じられた。1970年代に今日のような就学

前教育から高等教育に至るまでの学校教育システム

がほぼ完成すると、その後は日本社会の変化に対応

すべく教育の質的向上に重点が絞られてきている。

なお、教育マネジメントの改善については、明治

期初頭の近代教育導入期から現在まで一貫して重点

が置かれてきたものの、教育行政と教育財政では、

権限・責務の移譲の観点から全く逆の経過が見られ

る。教育行政においては、その重点が徐々に中央政

府から地方自治体へ、地方自治体から学校へと「地

方分権化」の動向に即して移行している。特に1970

年代以降は学校そのものの改善が本格的に検討され

始め、主体的な学校経営を実現するための取り組み

が積極的に進められている。一方、教育財政では、

教育経費の負担者が学校及び家庭から地方自治体

へ、地方自治体から中央政府へと変化し、1940年代

には現在のような国と地方自治体が教育に必要な経

費を折半する体制になった。

以上の指摘は、あくまでも教育施策の重点に焦点

を当てたものであり、施策実現のための具体的な取

り組みは、教育の量的拡充、質的向上、マネジメン

トの改善のいずれも同時並行的に行われてきた。

1-2 学校教育段階別1にみた変遷

教育施策上の重点の変化を教育段階別にみると、

1 学校教育段階は、一般に、就学前・初等・中等（前期・後期）・高等の各教育段階に分類される。日本の場合、原則と
して、就学前教育は幼稚園及び保育園で、初等教育は小学校で、前期中等教育は中学校で、後期中等教育は高等学校で、
高等教育は大学で実施される。
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表１４－１　教育開発段階別にみた日本の教育経験

導
入
期

・住民による学校設立
・学校教育関連公的基金の設立
・学校区域内巡回指導
・不就学罰則規定の作成と強化
・情報発信と住民啓蒙
・表彰等による関係者意識向上
・学校教育支援組織の形成
・学校体系の見直し
・学校暦・時間割の多様化
・教育内容の簡略化・実用化
・地方自治体による女子教育関連事
業の奨励
・男女別学／共学体制の確立
・地方自治体による議論・研究

量的拡大

・教員養成課程拡充／整理統合
・教員免許制度の整備・改善
・指定校での研究開発の促進
・教科書検定制度の採用

質的向上

・他国の教育の研究と成果の活用
・外国人による勧告・指導・助言に
基づく政策立案・実施・改善
・官僚任用試験制度の導入
・教育関係法規の整備
・教育統計の整備
・教育予算の重点／傾斜配分
・収入創出
・教育行政と一般行政の一元化
・中央と地方の権限・機能・所管業
務の明確化
・教育委員会制度の導入
・視学制度の拡充
・職員会議の設置と継続的実施
・学校関連諸経費の受益者負担

マネジメントの改善

拡
充
期
〈
戦
前
〉

・義務教育の無償化
・自動進級方式への転換
・地方自治体による女子教育関連事
業の奨励
・子守学校／学級の創設
・学齢簿の整理と就学督責
・女子のニーズに適した教育提供
・地方自治体による議論・研究
・女性教員速成課程の整備
・住民による簡易教育所の設立
・学校教育関連費用の公的負担

・教員の自立的な研究活動支援
・学会等の研究活動への協力
・適正学習形態・指導方法の選択
・板書計画・技術の改善
・授業展開モデルの構築と応用
・校内研修等による教授技術
・経験の共有化と蓄積・継承
・研究者と教員の協働
・教材研究の導入
・学校基本調査の実施

・審議会制度の導入
・義務教育関連経費の国庫負担の漸
増

復
興
期
〈
戦
後
〉

・教員定期人事異動制度の導入
・私学への公的助成
・学校教育関連公的基金の設立
・学校体系の見直し
・へき地教育関係法規の整備
・へき地指定校制度の導入
・へき地の教員の待遇向上
・教育政策と他分野関連政策の同時
実現
・教員の広域人事の実施
・へき地に応じた学校施設整備
・単級／複式指導等、各学校の現状
に基づく指導方法の開発と導入
・大規模／精緻な児童実態調査実施
・「特別な配慮を要する児童」関連
法規の整備
・障害児の教育機会の確保
・返還奨学金の整備

・教員の待遇・身分保障の改善
・養成教育の高度化・専門化
・教員採用試験の実施
・現職教員研修の体系的整備
・校内研修の実施
・教職員団体組織の組織化
・教育課程の統御方法の確立
・学習指導要領の整備・普及
・開発状況と現場ニーズに応じた定
期的な学習指導要領改訂
・新教育課程の伝達講習会実施
・教員向け指導資料の定期刊行
・民間の刊行物・研究誌発行促進
・指定校での研究開発の促進
・指導計画の導入と整備
・学習指導案の作成と実践
・教員養成課程の見直し
・教科書検定制度の採用
・教科書の無償配付
・教室活動の批判的考察
・学習指導要録の導入
・教育課程実施状況調査の導入
・国際的学習到達度調査へ参加

・教育関係法規の整備
・中央と地方の権限・機能・所管業
務の明確化
・教育委員会制度の導入
・学校の裁量権拡大と自治確立
・指導計画の整備
・校長・教頭の学校運営管理能力の
強化
・校内研修による問題解決能力の強
化
・組織化・制度化による保護者や地
域住民の学校経営への関与の拡大
・児童による学校自治の推進

充
実
期

・放送大学の拡充 ・教員の待遇・身分保障の改善
・学校評価（学校教育診断等）の定
期的実施
・特別支援教育の開始
・教育系大学院設置
・初任者研修開始

・教員組合との協調
・定期的な方向性の見直し
・民間活力の導入
・教育予算の重点／傾斜配分
・学校の裁量権拡大と自治確立
・学校別教育目標の設定
・学校運営組織形成と校務分掌
・校長・教頭の学校運営管理能力の
強化
・校内研修による問題解決能力の強化
・組織化・制度化による保護者や地
域住民の学校経営への関与の拡大
・児童による学校自治の推進

出所：筆者作成。
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政策上は全学校教育段階の制度構築を一括して検討

してきており、制度としては1920年（大正９年）ご

ろにはすでに近代的な学校教育システムを完成させ

ている。これは第二次世界大戦後の復興期に行われ

た教育改革で単線型の「６・３・３・４制」に転換

されて現在に至っている。

しかし、就学者の実態は、「初等教育」では拡充

期に、「前期中等教育」では復興期前半に、「後期中

等教育」及び「就学前教育」では復興期後半あるい

は充実期前半に、「高等教育」では充実期に、それ

ぞれ急激に増加しており、実質的にはこのような順

に学校教育が整備され、1970年代に日本の学校教育

システムが完成されたといえる。

近代的な学校教育の導入当初は、欧米から先進的

な学問・技術・制度を吸収すべく優秀な人材の留学

推進や「お雇い外国人」による技術移転を中心に高

等教育が重視された。しかし、高い専門性を身につ

けた日本人が自国の教育開発を先導するようになる

につれ、全児童を対象とした初等教育の完全普及に

重点が移行していった。

初等教育が拡充していくと、その後は卒業生の受

け皿となる前期中等教育が重視されるようになり、

第二次世界大戦後に初等及び前期中等教育の計９年

間が義務教育になった直後には、その就学率は99％

を超えるようになっていた。

1950年（昭和25年）ごろからは、後期中等教育段

階への進学希望者が徐々に増えてくるようになり、

1960年代に入って高度経済成長が本格化するにつ

れ、後期中等教育の拡充を求める国民からの声が大

きくなっていった。そして、後期中等教育の就学率

は1970年（昭和45年）には81.4％に、1980年（昭和

55年）には95.5％に達するようになる。

また、後期中等教育に前後して就学前教育も整備

されるようになる。日本の就学前教育は文部省が管

轄する幼稚園のほかに、厚生省が管轄する保育所が

あるが、幼稚園の就学率だけを見ても1970年（昭和

45年）には53.8％に、1980年（昭和55年）には

64.4％に達しており、保育所を合わせると、この時

期、すでに大多数の就学前児童が教育を受ける機会

を有していたといえる。

その後、1960年代から1970年代にかけて高等教育

に重点が移り、短期大学・大学が急速に整備されて

いく。高等教育の就学率は1970年（昭和45年）には

14.8％であったが、1980年（昭和55年）には30.7％、

1990年（平成２年）には40.2％、2000年（平成12年）に

は54.4％と半数を超え、1980年（昭和55年）以降は

「高等教育の大衆化」が問題視されるまでになった。

現在では、大学院が盛んに新設されるなど、高等

教育の多様化を目指してさらなる改革が実施されて

いる。

以上の考察より、日本においては制度としては全

学校教育段階を一括して検討していたものの、近代

教育導入当時は初等教育の量的拡充に力が注がれ、

初等教育がほぼ普及すると重点が教育の質的向上や

中等教育以後の教育の拡充に移っていったことがわ

かる。

2．日本の教育開発の特徴

第Ⅰ部及び第Ⅱ部の「日本の教育経験」に関する

事実の整理とその考察から、日本の教育開発の特徴

として、①教育開発の促進要因としての初期条件の

存在、②国家重点政策としての教育政策、③包括

的・漸進的な教育改善、④行政における中央集権と

財政における地方分権、⑤教育現場の創意工夫、の

５点を指摘することができよう。これらは、一国の

教育開発を検討するうえで重要な視点を提供するだ

けでなく、開発途上国に対して日本の教育経験を応

用する際の留意点とも考えられる。

以下、それぞれの特徴について詳しく見ていくこ

とにする。

2-1 教育開発の促進要因としての初
期条件の存在

日本の教育は、第１章の冒頭で触れているように、

①文化的成熟と伝統的教育の遺産、②教育の世俗的

性格と単一言語による教育、③教育による国民統合

の課題の認識、④学歴による人材登用システムの萌

芽、⑤多様なモデル選択の可能性、といった５つの

社会文化的環境に恵まれて、急速な発展を遂げるこ

とができた。

このことについては、決して、５つの条件が揃わ
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ないと教育開発ができないということではなく、む

しろ、これらの条件が整っていたことにより、通常

よりも速く教育開発を進行させることが可能であっ

たと解釈すべきであろう。例えば、近代的な学校教

育の導入期において、受益者負担の原則に基づいて

学校建設とその運営管理が行われていたが、これは

教育熱心な国民性の基盤がすでに形成されており、

近い将来、学歴によって雇用と社会的地位が決定す

ることが予想されたため、住民による経済的な負担

が可能になり、急速に学校教育を普及させることが

できたと考えられる。しかし、受益者負担の原則に

よらなくとも、国家が徐々にその整備を進めること

ができれば、時間はかかるかもしれないが、学校教

育の普及は決して不可能ではない。

日本では、上記で述べた初期条件をうまく利用す

ることによって教育開発の速度を速めることができ

た。そして、それを可能にしたものは政策を推進さ

せる条件を見つけ、それらを有効に活用できるよう

にした政府や地方自治体の現状分析能力や政策立案

能力、施策実施能力であったといえよう。

2-2 国家重点政策としての教育政策

日本においては、明治期と昭和の戦後期という異

なる時代背景にもかかわらず、教育の量的拡大と質

的向上の問題はともに約30年という短い期間でほぼ

解消されており、教育開発の進度が速かったといえ

る。その理由は、個々の施策が効果的であったとい

う以上に、明治期の近代化政策と戦後の民主化政策

という開発政策において、教育政策が極めて重視さ

れていたことが主な要因として挙げられよう。また、

政府自らが他国の教育事情を調査し、留学生や外国

人専門家といった人材を積極的に登用して他国の教

育経験を自国の教育開発に取り入れ、わずか数年の

うちに試行錯誤を繰り返して自国に適切な形に改善

してきたことから、自助努力の存在と他国の教育経

験に対する受容能力の高さも一因として指摘できる

ように思われる。

2-3 包括的・漸進的な教育改善

日本の教育開発においては、「学制」以降一貫し

て教育制度・教育行財政・教育課程・教員養成研修

など多岐にわたる包括的な改正が実施されてきた。

その方向性や継続性、そして成果を見ると、明治初

年（1868～85年（明治元～18年））と戦後（1945～

50年（昭和20～25年）ごろ）の「教育改革」を除い

て急進的な改革は実現せず、むしろ、政策の一貫性

及び行政の継続性が確保された「教育改善」が常時

行われてきたといえる。「改善」とは、情報収集と

現状調査を重視し、施策を定期的に見直すことによ

って、より効果的・効率的なものに改めていく漸進

的な取り組みであり、大幅な改正を伴う急進的な改

革とは一線を画している。このような教育改善は、

一見進度が遅いように見えるが、それまでのさまざ

まな蓄積に基づいて修正を加えていくことから、多

くの教育関係者と国民の理解を得やすく、結果とし

て現実的かつ着実な進歩を可能にする。

また、改善のためには定期的なモニタリングが不

可欠であるが、これを実施することによって国民の

教育ニーズに常に注意を払いながらも、経済発展に

直結する産業界の意見や国際的な教育開発の思潮や

動向を反映する形で、迅速かつ比較的容易に現状に

修正を加えることが可能になる。

2-4 行政における中央集権と財政に
おける地方分権

日本では教育委員会制度を柱とする民主化・自由

化・地方分権化の試みが何度か行われてきたもの

の、戦後の一時期を除き、日本の教育行政制度は基

本的に中央集権的であった。現在の途上国の教育開

発においては、教育行政の地方分権化が主流となっ

ており、中央集権的な教育行政制度は否定的にとら

えられることが多い。しかし日本の経験からは、教

育改革や教育改善を全国規模で均等・均質に展開し

ていくうえでは、官僚制に依拠した中央集権的な教

育行政が極めて効果的であったことがわかる。

一方、教育財政制度は、近代的な学校教育の導入

当初より、かなり地方分権化された体制で資金の調

達と配分が行われてきた。原則として高等教育は国

が、中等教育は都道府県が、初等教育は市町村がそ

の財政を負担する体制が整えられたが、明治初期の

段階から受益者負担の原則に基づいて保護者や地域
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社会にかなりの負担が強いられてきた。その背景に

は、国民の教育の重要性に対する理解と、社会移動

及び生活向上の手段としての教育への期待があっ

た。

こうして、教育行政においては中央のエリート官

僚を頂点とする上意下達式の極めて効率的なシステ

ムができあがり、中央政府が強力なイニシアティブ

を発揮する仕組みが整備された。その一方で、少な

くとも1970年代に教育問題が社会問題として顕在化

するまでは、教育に強い関心を抱く国民が教育行政

に一定の理解を示しつつ財政負担を中心としながら

協力していくという協働体制が確立され、数々の教

育施策が迅速かつ着実に実行に移されてきたのであ

る。

2-5 教育現場の創意工夫

どんなに崇高な教育理念も、どれほど効果的な教

育施策も、学校や教室で実践されなければ意味をな

さない。したがって、学校教育における最も重要か

つ本質的な教育改善は、実際に日々児童・生徒と接

している教員による学校及び教室での教育改善だと

いえよう。日本において教員は教育政策を自分なり

に解釈し、学校や教室においてそれを具現化する職

務を負う。と同時に、教育現場で実践に基づいて継

続的によりよい教育を探究することが求められてお

り、多くの教員がこのような要求に一定程度応えて

いるように思われる。

こうした教員を育成・確保するために、行政側は

教員免許資格制度の整備、教員養成課程の拡充、現

職教員研修の提供、教員の待遇の改善などに関連す

る総合的な施策を実施してきた。また、教員自身も

教育のプロとしてふさわしい知識・技能・ノウハウ

を身につけるべく、行政側が提供する研修機会に参

加するだけでなく、自ら授業研究を行い、校内研修

や校外の勉強会に積極的に参加して専門性を高めつ

つ、教員間の情報伝達や意見交換を常時可能にする

ネットワークを形成することなどにも力を入れてき

た。さらに、こうした垂直・水平方向の専門性向上

の機会を通じて、教員のもつ教育観・学習観・児童

観・教材観といったものが均質化されてきた。この

ような過程を経て、個々の教員が児童・生徒の特性

に応じて教育上の創意工夫を実践することが可能と

なり、結果として教育の質的向上が図られていると

考えられる。

3．「日本の教育経験」の途上国の
教育開発への応用に向けて

歴史的社会的背景の異なる途上国に日本の経験を

そのまま移転することはできないが、途上国が日本

の経験を研究し、教育開発上の選択肢をそこから作

り上げることは、何もないところから試行錯誤して

施策等を作り上げる場合よりも効率的であると思わ

れる。

ただし、日本の教育経験を途上国の教育開発に応

用する際、これを積極的に利用したいと思う途上国

の関係者が存在することが前提となる。そして自国

の教育開発に必要な資料や、活動を可能にする制度

や法制が整備されていることが望ましい。加えて、

活動の実施主体が強化され、活動内容を理解したう

えでその実現に主導的な役割を果たせるような体制

の整備も期待される。これらの前提が満たされない

場合には、それらを満たすような活動を協力開始以

前に実施するか、もしくは協力開始時にこれらを活

動内容に組み込む必要がある。

このような前提のもとで、日本の教育経験を途上

国の教育開発にどのように応用できるかを検討す

る。

3-1 教育の発展段階に応じた協力

これまでの考察で明らかなように、日本において

は時代のニーズに応じた形で長期的な展望を示す教

育政策が「教育改革」という形で示されてきた。そ

の内容は、全教育段階及び教育上のあらゆる問題を

網羅しており、教育開発を実現するうえで極めて重

要な役割を果たしていた。その具体的な取り組みに

関しては、常に教育の質・量両面にわたって継続的

に実施されてきたが、施策の重点は近代化政策のも

とでは初等教育を中心に教育の量的拡大から質的向

上へと移行してきた。また、民主化政策のもとでは

義務教育を中心に教育の量的拡大と質的向上が同時

に目指されたものの、初等・中等教育において一定
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程度の量的拡大が実現された後は、就学前・高等教

育に量的拡大の重点が移行するとともに、日本社会

の変化に対応すべく初等・中等・高等教育を中心と

する教育の質的向上に重点が絞られてきた。

以上のような日本の教育開発の経験を一つのモデ

ルとして考えるならば、これまで対症療法的に行わ

れてきた「教育開発の段階に応じた援助を実施す

る」2
　

ことを確かなアプローチとして整備できるので

はないかと思われる。相手国の教育段階を日本の教

育開発の経験に照らし合わせ、開発で日本が実施し

た施策や個別具体的な取り組みを紹介し、必要に応

じてそのなかの取り組みを教育協力として実施して

いくことが可能となろう。

3-2 ケーススタディとしての活用

途上国からの教育協力のニーズは、一般に教育制

度の整備、教育行財政の強化、各種国家基準の策定、

教育機会の保障などに関するものが多い。このよう

な課題に対して協力を実施する場合は、案件発掘及

びプロジェクト形成段階で、途上国の関係者に、日

本の経験を事例の一つとして紹介し、具体的な協力

内容について従来より踏み込んだ形で議論する。そ

して協力開始のための前提条件を途上国側のイニシ

アティブで整える努力を誘発する、というような日

本の経験の活用が可能である。特に、日本の教育開

発の経験と途上国の現在の教育開発が軌を一にする

場合には、日本の事例紹介は具体的な協力のイメー

ジを共有しやすくし、協力に関する正負のインパク

トなどを事前に予想することも可能なため、途上国

側の協力に関するコミットメントを確保するために

有効な方法だと考えられる。

3-3 活動のオプションとしての活用

プロジェクト形成時の教育セクター分析にて途上

国の現状が明らかになれば、日本の教育経験との比

較対照から直面する課題の解決に効果的と思われる

活動をプロジェクト・コンポーネントとして選択が

可能である。このように日本の教育経験を活用可能

な形の情報として取りまとめ、教育協力のメニュー

として整備することができれば、援助効率の向上も

期待できる。また、個別具体的な「日本の教育経験」

に関して、その前提条件の詳細な分析が可能となれ

ば、協力活動を行う際、その方向性やアプローチを

明確にすることができるようになり、援助効率のさ

らなる向上に一定の効果があるものと思われる。

さらに、専門家が派遣前に指導科目に即した日本

の教育経験に関する研修を受講したり、本報告書及

び関連資料を読むことによって、赴任後に予想され

る問題の解決に向けて選択肢を広げることが可能と

なる。

なお、日本の経験を応用しやすいと判断される活

動については、より詳細な調査を行い、マニュアル

等にまとめておくと、日本の教育経験が教育協力に

活かされる可能性が高まると同時に、教育協力の幅

が広がるものと思われる（日本の教育経験の応用可

能性については付録１．参照）。

4．日本の教育経験を応用する際の
留意点

実際に日本の教育経験を途上国に応用する際に

は、どのような取り組みが参考になりうるのか検討

する必要がある。そのため、これまで日本が実施し

てきた個別の活動を付録１に整理し、「必要時間」

「必要予算」「技術水準」「必要労力」の４つの観点

から、それらの経験の応用の可能性を検討し、また

応用するための前提条件を整理した。その結果は以

下のとおりである。

4-1 「日本の教育経験」の応用には労
力が必要

「日本の教育経験」の応用に際しては、活動に要

する時間や予算、技術的な難易度にかかわりなく、

一定程度の労力が必要とされる。これは、何か新し

いことを始めようとする場合には当然のことだが、

2 国際協力事業団（1994）では、教育援助の基本方針として①教育援助の拡大を図る、②基礎教育援助を重視する、③教
育開発の段階に応じた援助を実施する、の３つが提言されている。
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特に他国の経験を自国の開発に活かそうとする場合

には、極めて重要な要因となろう。関係者が他国の

教育経験に関する情報を入手し、自国への応用の可

能性についてさまざまな角度から検討を加えて適切

な改善を施し、一つのモデルを作り上げる。そして、

試行錯誤を繰り返しながら、それを自国の教育に

徐々に適用させていく。そういった過程にあっては、

何よりも関係者の確固たる意志と高い意欲そして不

断の努力が必要とされる。

このような前提のもとで、さらに応用可能性につ

いて検討すると、教育現場に近い活動ほど応用が容

易であり、国レベルの施策になるほど応用は容易で

はないことがわかる。日本の経験を実際に応用する

際にはこれらの点を認識した上で、具体的な応用方

法を検討することが重要である。

以下、教育現場での応用と国の施策レベルでの応

用のあり方について述べる。

（1）教育現場での応用

「子どもを取り巻く教育環境の改善」、「教育方法

の改善と普及」、「適切な学校モニタリング・評価の

実施」、「学校運営管理能力の向上」に関連する活動、

及び学校や教員による自主的な取り組みといった、

学校教育の現場に近く、必要な予算が少額である活

動は、日本の教育経験を比較的簡単に応用できる可

能性が高いと思われる。学校や地域での取り組みは、

関係者が限定されるために意思の疎通が容易であ

り、経済的な負担も比較的少ないために合意も形成

しやすい。加えて、高次の政治的判断や複雑な行政

手続きを経る必要がなく、比較的容易に取り組みが

開始できる。また、対象者が明確であり、その問題

意識、ニーズ、興味関心などを把握しやすいことか

ら、それらを踏まえて活動を開始し、彼らの能力に

応じた形で次第に活動を発展させることも十分に可

能である。

例えば、「校内研修」について考えてみよう。あ

る教員の発案によって校内研修が企画されたとす

る。それを学校管理者である校長が許可し（場合に

よっては学校監督者である地域の教育行政官の許可

も必要となるが）、賛同する教員がいれば実現可能

となる。きちんと計画されたものでなくとも、日々

困難に感じている点や疑問に思っている点などを同

僚と話し合い、互いの意見を交換する、あるいは情

報を共有するといったことから始めれば、抵抗感は

最小限に抑えられるように思う。校内研修が定期的

に開催され、その成果が有用な情報や経験としてま

とめられるようになれば、他校との情報交換や教育

行政官への報告を行うことができる。そして、その

ような活動が関係者に支持されるようになれば、校

内研修が各校で実施されるようになり、学校間の意

見交換もより活発になる。こうした校内研修の成果

を地域のセミナーとして紹介し、意見の集約を図る

ことができれば、教育現場からの意見として行政側

の教育政策あるいは教育計画の立案過程に影響を及

ぼし、大きな教育改善の流れを作っていくことがで

きるようになるかもしれない。

このように、現地の事情を最大限に考慮した段階

的なアプローチをとることができれば、一見、実施

が困難に思える日本の経験であっても、必ず最終的

な目標を達成することが可能になるものと考えられ

る。

（2）国の施策レベルの経験の応用

教育制度の整備、教育行財政の強化、教育に関す

る各種国家基準の策定、すべての子どもに対する教

育機会の保障、教員の養成・確保・研修などの、国

の施策に関する取り組みについては、一定の時間が

かかるうえに多額の予算と相応の労力を必要とし、

いずれも総合的な取り組みとなることから技術的難

易度も高い。さらに、対象者が全国民に及ぶことか

ら、数多くの関係者の関与が予想され、高次の政治

的判断も不可欠となるため、日本の教育経験を直ち

に応用することは困難である。しかしながら、日本

の教育経験を事例として提示することで、現在の途

上国の取り組みが十分であるのかを検証し、不足す

る点を新たな活動として加えることは可能であり、

そのような形で効果的な施策の実現に貢献すること

ができると思われる。また、それらの取り組みが今

後どのようなインパクトを与えるのかをある程度予

想することができるため、関係者の想像力を喚起し、

その理解と意欲を引き出すことで、同国の教育開発

に資することも可能となろう。
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4-2 各種取り組みの導入・実施のた
めの主な前提条件

付録で示した日本の教育経験の「導入・実施のた

めの主な前提条件」の多くは、①調査による各種ニ

ーズの把握と統計の整備、②関係者・対象者の啓発

と理解向上、③実施・責任主体の実施体制強化とイ

ニシアティブの醸成、④制度や法制の整備、などで

ある。これらは、これまでにも国際教育協力を行う

なかで、相手国の受容能力を規定する重要な要素な

いし援助受け入れに必要な前提条件として度々指摘

されてきたものであるが、本分析においても同様の

結果が得られた。これらの条件がすでに整備されて

いる途上国については、当該国が独自に日本の教育

経験を応用することが可能だと思われるが、そうで

ない国についてはさらなる支援が必要となろう。

5．日本の教育経験の活用に向けた
今後の検討課題

今後、日本の教育経験を途上国の教育開発に活か

していくためには、以下の事項に取り組んでいく必

要があろう。

5-1 日本の教育経験に関する情報の
発信

途上国の教育開発は途上国自身が担うものであ

り、日本の教育経験を応用するのであれば、日本の

経験を積極的に利用したいと途上国自身が考えるこ

とが必要である。現段階では、日本の教育経験が十

分に途上国に理解されているとはいえないため、日

本の教育経験が途上国の教育開発に応用できる可能

性があることを広く途上国の教育関係者に知っても

らう必要がある。最も効果的な方法として、途上国

の研究者や教育行政官あるいは現場の教員による、

日本の教育経験に関連する研究の促進が考えられる

が、そのためには日本の教育経験に関する情報開示

や広報を積極的に行う必要がある。

5-2 歴史的側面を含む教育セクター
分析の実施

教育協力の対象となる途上国の教育開発段階と現

在に至るまでの過程を正確に把握する必要があろ

う。現時点で存在する教育問題を網羅的に把握する

といった従来の調査だけでなく、いかなる教育問題

が過去に存在し、どのように解決されてきたのか、

また、現存する教育問題がどのように形成され、発

展してきたのかを、当該国の歴史的な側面に留意し

ながら把握することが重要である。こうすることに

より、直面する教育問題解決のためのオプションと

して、より適切な日本の教育経験を提示することが

可能になる。

5-3 社会配慮に基づく教育協力の実現

教育はその国の文化・宗教・言語などと密接に関

連しているうえに、その普及の状況や内容は当該国

の経済状況や政治体制にも大きく左右される。した

がって、途上国の文化的・社会的・経済的・政治的

な背景を十分に考慮したうえで、教育協力が実施さ

れなければならない。この点は、従来から強調され

ており各案件で実践されていることではあるが、す

でに標準化された中立的な技術を移転するような協

力とは異なり、日本の教育経験を途上国に提示する

際には、今まで以上に慎重な配慮が必要になる。各

国が自国の諸事情を分析・考慮したうえで、日本の

教育経験を批判的に考察し、そのなかで自国の教育

開発に応用できるような経験があれば、途上国自ら

の判断により適切な改善を加えたうえで導入・試行

されることが最も望ましい。

5-4 技術協力のあり方についての検討

日本の教育経験を応用する際には、従来のような

日本人専門家を通じての協力や途上国の教育関係者

を招いての本邦研修により日本人と途上国の関係者

が応用の可能性や方法について共同で検討していく

ことが最も適切な方法であると考えられる。しかし、

国際的な援助モダリティの変化、すなわち専門家派

遣や研修員受入などの従来型のプロジェクト型援助
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から財政支援型の援助への転換が主張されているな

かで、単発のプロジェクト型援助は効果が疑問視さ

れ、実施が難しくなる可能性がある。日本の経験を

活かした協力を実施するためには、このような援助

モダリティの変化を考慮し、今後どのような形の協

力が可能かについて、あらためて検討していく必要

があろう。

〈村田　敏雄〉
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に
応
じ
た
学
校
体
系
の
見
直
し

⑤
学
校
暦
・
時
間
割
の
多
様
化

⑤
⑥
教
育
内
容
の
簡
略
化
・
実
用
化

⑨
自
動
進
級
方
式
へ
の
転
換

⑥
男
女
別
学
／
共
学
体
制
の
確
立

⑥
地
方
自
治
体
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
を
重
視
し
た
女
子
教
育
関
連
事

業
の
奨
励

⑥
地
方
自
治
体
に
よ
る
議
論
・
研
究
の
喚
起

⑥
子
守
学
校
／
学
級
の
創
設

⑥
学
齢
簿
の
整
理
と
就
学
督
責

⑥
女
子
の
ニ
ー
ズ
に
適
合
し
た
教
育
の
提
供

⑥
女
性
教
員
速
成
課
程
の
整
備

⑧
地
域
住
民
に
よ
る
簡
易
教
育
所
の
設
立

⑧
関
係
法
規
の
整
備
（
へ
き
地
教
育
振
興
法
）

・
私
学
の
自
主
性
の
尊
重
と
学
校
法
人
化

・
公
的
金
融
制
度
の
整
備

・
関
係
機
関
と
保
護
者
の
協
力

・
学
校
や
住
民
の
理
解
と
協
力

・
行
政
及
び
学
校
に
よ
る
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ

・
行
政
及
び
学
校
に
よ
る
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ

・
地
域
リ
ー
ダ
ー
に
よ
る
理
解
と
協
力

・
学
校
体
系
変
更
に
関
す
る
社
会
的
要
請

・
地
方
自
治
・
学
校
自
治
の
確
立

・
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
運
用
に
関
す
る
柔
軟
性
の
確
保

・
教
員
の
専
門
性
の
向
上

・
強
い
政
治
的
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト

・
学
習
環
境
の
整
備
と
全
国
的
な
標
準
化

・
社
会
の
学
校
教
育
に
対
す
る
信
頼
感
の
高
ま
り

・
学
校
教
育
の
目
的
や
学
校
観
の
変
化

・
社
会
的
ニ
ー
ズ
と
ジ
ェ
ン
ダ
ー
配
慮
と
の
バ
ラ
ン
ス

・
地
方
分
権
化
の
進
展

・
中
央
か
ら
地
方
へ
の
財
源
の
委
譲

・
自
由
で
民
主
的
な
議
論
の
場
の
創
設

・
女
性
教
員
の
必
要
性
に
関
す
る
社
会
的
合
意

・
学
校
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
と
行
政
の
支
援

・
学
校
間
・
地
域
間
の
競
争
意
識
を
喚
起
で
き
る
素
地

・
社
会
的
ニ
ー
ズ
と
ジ
ェ
ン
ダ
ー
配
慮
と
の
バ
ラ
ン
ス

・
行
政
に
よ
る
強
い
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ

・
地
域
の
教
育
リ
ー
ダ
ー
の
存
在
と
住
民
の
熱
意

・
教
員
の
行
政
へ
の
組
織
的
・
計
画
的
な
働
き
か
け

・
地
方
・
中
央
行
政
の
協
働

☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

☆ ☆ ☆

● ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ◎ ● ● ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ●

● ○ ○ ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ◎ ● ◎ ◎ ◎ ◎ ● ● ●

◎ ○ ○ ◎ ○ ◎ ● ◎ ● ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎

● ◎ ◎ ◎ ○ ● ● ◎ ● ● ◎ ● ◎ ◎ ● ● ● ● ●

子
ど
も
を
取
り

巻
く
教
育
環
境

の
改
善

教
育
シ
ス
テ
ム

の
弾
力
化

女
子
の
学
校
教

育
へ
の
ア
ク
セ

ス
の
確
保
（
男
女

格
差
の
是
正
）

農
村
部
の
教
育

改
善
（
地
域
格

差
の
是
正
）

応
用
可
能
性
の

判
断
基
準

本
格
始
動
時
期

導
入
・
実
施
の
た
め
の
主
な
前
提
条
件

途
上
国
に
参
考
と
な
る
日
本
の
教
育
経
験

（
数
字
は
対
応
す
る
章

注
）

⑤
⑦
学
校
教
育
関
連
の
公
的
基
金
の
設
立

⑤
地
域
住
民
や
保
護
者
に
よ
る
学
校
設
立

③
⑤
⑥
義
務
教
育
の
無
償
化
（
授
業
料
の
非
徴
収
）

②
⑧
教
員
定
期
人
事
異
動
制
度
（
慣
行
）
の
導
入

・
国
家
に
よ
る
強
い
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
と
原
資

・
地
域
住
民
の
理
解
と
行
政
の
支
援

・
財
源
の
確
保

・
学
校
側
の
受
入
態
勢
の
整
備

・
地
方
自
治
体
へ
の
教
職
員
の
任
免
権
の
移
譲

・
教
員
組
合
の
合
意

☆ ☆

☆

☆ ☆

● ◎ ● ●

● ● ● ◎

◎ ○ ◎ ○

● ● ● ●

サ
ブ
目
標

目
標

教
育
の

量
的
拡
大

教
育
サ
ー
ビ
ス

の
（
量
的
）
拡
大

導 入 期

拡 充 期

復 興 期

充 実 期

必 要 時 間

必 要 予 算

技 術 水 準

必 要 労 力
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⑧
へ
き
地
指
定
校
制
度
の
導
入

⑧
へ
き
地
の
教
員
の
待
遇
向
上

⑦
⑧
教
育
政
策
と
他
分
野
関
連
政
策
（
保
健
衛
生
、
地
域
開
発
等
）

の
同
時
実
現

②
⑧
教
員
の
広
域
人
事
の
実
施

⑧
へ
き
地
の
現
状
に
応
じ
た
学
校
施
設
整
備

⑧
単
級
／
複
式
指
導
等
、
各
学
校
の
現
状
に
基
づ
く
指
導
方
法
の
開

発
と
導
入

⑦
学
校
教
育
関
連
費
用
の
公
的
負
担

⑦
大
規
模
か
つ
精
緻
な
実
態
調
査
の
実
施

⑦
関
連
法
規
の
整
備

・
へ
き
地
学
校
実
態
調
査

・
財
源
（
補
助
金
等
）
の
確
保
と
合
理
的
基
準
の
設
定

・
地
方
自
治
体
の
強
い
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ

・
地
方
分
権
の
推
進
と
教
員
の
任
免
権
の
委
譲

・
財
源
（
補
助
金
等
）
の
確
保
と
合
理
的
基
準
の
設
定

・
授
業
研
究
等
、
教
員
主
導
の
実
践
的
教
育
研
究
の
実
施

・
財
源
の
確
保
と
傾
斜
配
分

・
政
府
と
地
方
自
治
体
の
国
民
に
対
す
る
強
い
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト

☆

☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

● ◎ ● ● ◎ ◎ ● ● ●

● ● ● ● ● ○ ● ● ●

◎ ○ ● ○ ◎ ● ◎ ◎ ◎

● ◎ ● ● ● ● ● ● ●

教
育
の

量
的
拡
大

農
村
部
の
教
育

改
善
（
地
域
格

差
の
是
正
）

「
特
別
な
配
慮
を

要
す
る
児
童
」

の
学
校
教
育
へ

の
ア
ク
セ
ス
の

確
保

⑦
養
護
学
校
、
特
殊
学
級
、
通
級
指
導
等
の
整
備
に
よ
る
障
害
児
の

教
育
機
会
の
確
保

⑦
返
還
奨
学
金
の
整
備

⑫
教
員
免
許
制
度
の
整
備
・
改
善

⑫
教
員
養
成
課
程
の
拡
充
／
整
理
統
合

③
⑫
教
員
の
待
遇
・
身
分
保
障
の
改
善

⑫
教
員
採
用
試
験
の
実
施

⑫
養
成
教
育
の
高
度
化
・
専
門
化

⑫
現
職
教
員
研
修
の
体
系
的
整
備
と
多
様
化

⑪
⑫
⑬
校
内
研
修
（
校
内
研
究
／
職
員
研
修
）
の
実
施

②
教
職
員
団
体
組
織
の
組
織
化

⑩
指
定
校
で
の
実
践
的
な
研
究
開
発
の
促
進

⑩
教
員
の
自
立
的
な
研
究
活
動
へ
の
支
援

⑩
学
会
等
の
専
門
的
な
研
究
活
動
へ
の
協
力

・
他
分
野
（
社
会
福
祉
、
保
健
衛
生
等
）
と
の
連
携

・
原
資
の
確
保
と
社
会
的
合
意

・
統
計
に
基
づ
く
正
確
な
教
員
の
需
給
予
測

・
統
計
に
基
づ
く
正
確
な
教
員
の
需
給
予
測

・
優
秀
な
人
材
の
確
保
に
関
す
る
社
会
的
要
請

・
関
係
法
規
の
整
備
に
よ
る
正
当
性
・
継
続
性
の
確
保

・
政
治
的
圧
力
の
排
除
と
客
観
性
の
確
保

・
「
理
想
の
教
員
像
」
の
明
確
化

・
奨
学
金
な
ど
学
生
へ
の
経
済
的
支
援
の
整
備

・
経
験
年
数
や
職
能
に
応
じ
た
「
教
員
像
」
の
明
確
化

・
研
修
受
講
環
境
の
整
備
と
受
講
条
件
の
緩
和

・
研
修
ニ
ー
ズ
の
正
確
な
把
握

・
校
長
等
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
各
教
員
の
意
欲

・
教
員
相
互
の
意
見
交
換
を
可
能
に
す
る
物
理
的
・
心
理
的
条
件
の

整
備

・
教
員
に
よ
る
関
心
や
そ
の
必
要
性
へ
の
理
解

・
教
員
を
取
り
巻
く
文
化
的
・
社
会
的
背
景
へ
の
配
慮

・
研
究
指
導
体
制
の
強
化

・
学
校
運
営
管
理
責
任
者
に
よ
る
理
解

・
行
政
に
よ
る
積
極
的
な
研
究
協
力

☆ ☆ ☆
☆ ☆

☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

☆

● ● ◎ ● ● ◎ ● ● ○ ● ○ ○ ○

● ● ◎ ● ● ◎ ● ● ○ ● ○ ◎ ○

◎ ◎ ◎ ● ◎ ○ ● ● ◎ ● ● ○ ●

● ● ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ○ ●

教
員
の
増
員
と

そ
の
意
識
・
知

識
・
技
能
の
向
上

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

の
改
善

教
育
の

質
的
向
上

応
用
可
能
性
の

判
断
基
準

本
格
始
動
時
期

導
入
・
実
施
の
た
め
の
主
な
前
提
条
件

途
上
国
に
参
考
と
な
る
日
本
の
教
育
経
験

（
数
字
は
対
応
す
る
章

注
）

サ
ブ
目
標

目
標

導 入 期

拡 充 期

復 興 期

充 実 期

必 要 時 間

必 要 予 算

技 術 水 準

必 要 労 力
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⑩
教
育
課
程
の
統
御
方
法
（
指
導
要
領
・
教
科
書
・
指
導
要
録
）
の

確
立

②
⑫
⑩
教
育
課
程
統
一
化
基
準
と
し
て
の
学
習
指
導
要
領
の
整
備
・

普
及

⑩
経
済
社
会
開
発
状
況
と
現
場
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
定
期
的
な
学
習

指
導
要
領
の
改
訂

⑩
新
教
育
課
程
の
伝
達
講
習
会
の
実
施

⑩
教
員
向
け
指
導
資
料
の
定
期
刊
行

⑩
民
間
の
刊
行
物
や
研
究
誌
の
発
行
促
進

⑪
⑫
校
内
研
修
・
自
主
研
究
会
・
学
会
等
に
よ
る
教
授
技
術
・
経
験

の
共
有
化
と
蓄
積
・
継
承

・
遵
守
義
務
を
担
保
す
る
関
連
法
規
の
整
備

・
教
員
の
専
門
性
の
向
上

・
教
育
評
価
の
充
実

・
社
会
及
び
教
育
現
場
の
ニ
ー
ズ
の
把
握

・
行
政
側
の
実
施
体
制
の
強
化

・
中
長
期
的
な
ビ
ジ
ョ
ン
の
明
確
化

・
審
議
会
等
の
諮
問
機
関
に
よ
る
調
査
審
議
の
実
施

・
学
習
指
導
要
領
解
説
書
等
の
研
修
教
材
の
整
備

・
事
業
予
算
の
確
保
と
配
布
ル
ー
ト
の
整
備

・
行
政
に
よ
る
積
極
的
な
情
報
提
供

・
校
長
等
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
各
教
員
の
意
欲

・
教
員
相
互
の
意
見
交
換
を
可
能
に
す
る
物
理
的
・
心
理
的
条
件
の

整
備

☆

☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

● ● ● ◎ ○ ◎ ○

● ● ● ● ● ● ○

● ● ● ● ● ● ◎

● ● ● ● ● ● ●

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

の
改
善

教
育
方
法
（
教

授
法
）
の
改
善

と
普
及

教
育
の

質
的
向
上

⑬
研
究
者
と
教
員
の
協
働（
授
業
研
究
等
）に
よ
る
理
論
と
実
践
の
融
合

⑪
適
正
な
学
習
形
態
と
指
導
方
法
の
選
択

⑪
授
業
展
開
モ
デ
ル
の
構
築
と
そ
の
応
用

⑪
板
書
計
画
・
技
術
の
改
善

⑪
年
間
・
単
元
指
導
計
画
の
導
入
と
整
備

⑪
教
員
に
よ
る
学
習
指
導
案
の
作
成
と
実
践

⑪
教
員
養
成
課
程
の
見
直
し

⑩
教
科
書
検
定
制
度
の
採
用

⑪
⑬
教
材
研
究
（
授
業
研
究
の
一
環
）
の
導
入

⑩
義
務
教
育
段
階
で
の
教
科
書
の
無
償
配
付

④
学
校
基
本
調
査
の
実
施

⑬
授
業
研
究
に
よ
る
教
室
活
動
の
批
判
的
考
察

⑩
学
習
指
導
要
録
の
導
入

⑩
教
育
課
程
実
施
状
況
調
査
の
導
入

⑩
国
際
的
な
学
習
到
達
度
調
査
へ
の
参
加

④
学
校
評
価
（
学
校
教
育
診
断
等
）
の
定
期
的
実
施

②
他
国
の
教
育
の
研
究
と
成
果
の
活
用

②
外
国
人
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
勧
告
・
指
導
・
助
言
に
基
づ
く
政

策
立
案
・
実
施
・
改
善

②
諮
問
機
関
と
し
て
の
審
議
会
制
度
の
導
入

②
教
員
組
合
と
の
協
調

②
定
期
的
な
教
育
の
方
向
性
の
見
直
し

・
教
育
研
究
へ
の
理
解
向
上
と
科
学
化

・
物
理
的
な
学
習
環
境
の
整
備

・
教
員
と
し
て
の
基
礎
的
な
知
識
・
技
能
の
定
着

・
学
習
計
画
と
板
書
の
関
連
性
の
基
本
的
理
解

・
教
員
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
や
教
材
へ
の
基
本
的
理
解

・
教
員
の
児
童
観
・
授
業
観
・
教
材
観
の
涵
養

・
行
政
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
と
教
員
養
成
機
関
の
理
解

・
関
係
者
の
モ
ラ
ル
の
向
上
（
贈
収
賄
防
止
、
政
治
的
中
立
性
の
確

保
等
）

・
教
員
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
や
教
材
へ
の
基
本
的
理
解

・
学
習
指
導
要
領
等
に
よ
る
国
家
基
準
の
明
確
化

・
財
源
の
確
保

・
調
査
結
果
の
有
効
な
活
用
法
の
明
示
と
被
調
査
者
の
十
分
な
理
解

・
建
設
的
な
批
判
が
で
き
る
雰
囲
気
づ
く
り

・
教
員
の
専
門
性
の
向
上

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
実
施
体
制
の
整
備

・
行
政
の
イ
ニ
シ
ア
テ
ィ
ブ
と
政
治
的
判
断

・
学
校
関
係
者
の
学
校
評
価
に
対
す
る
理
解

・
シ
ン
ク
タ
ン
ク
や
省
内
担
当
部
局
の
設
置
・
活
用
と
そ
の
専
門
性

の
向
上

・
留
学
制
度
の
整
備
と
帰
国
留
学
生
の
積
極
的
登
用

・
度
重
な
る
改
善
が
可
能
な
行
政
の
柔
軟
性
の
確
保

・
行
政
の
意
思
決
定
の
迅
速
さ

・
審
議
会
の
位
置
づ
け
・
機
能
・
役
割
の
明
確
化

・
教
員
組
合
運
動
の
合
法
化
と
適
切
な
議
論
の
実
現

・
行
政
の
政
治
的
中
立
性
と
継
続
性
の
確
保

☆ ☆ ☆

☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆
☆ ☆ ☆

◎ ○ ◎ ○ ○ ○ ● ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ◎ ◎ ● ●

○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ● ● ○ ○ ● ● ● ◎ ● ◎ ◎ ◎

● ◎ ● ● ● ● ● ● ● ○ ◎ ◎ ● ◎ ● ● ● ◎ ○ ◎ ●

● ◎ ● ◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ◎ ◎ ● ●

教
育
の

質
的
向
上

教
育
方
法
（
教

授
法
）
の
改
善

と
普
及

教
科
書
／
教
材

教
具
の
改
善
と

普
及

適
切
な
学
校
モ

ニ
タ
リ
ン
グ
・

評
価
の
実
施

政
策
フ
レ
ー
ム

ワ
ー
ク
の
構
築
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②
官
僚
任
用
試
験
制
度
の
導
入

②
教
育
関
係
法
規
の
整
備

⑦
教
育
統
計
の
整
備

③
教
育
予
算
の
重
点
配
分
と
傾
斜
配
分

⑤
住
民
活
動
経
費
振
替
に
よ
る
受
益
者
負
担

⑤
学
校
の
収
入
創
出

③
義
務
教
育
関
連
経
費
の
国
庫
負
担
の
漸
増

③
民
間
活
力
の
導
入

②
教
育
行
政
と
一
般
行
政
の
一
元
化

②
中
央
教
育
行
政
と
地
方
教
育
行
政
の
権
限
・
機
能
・
所
管
業
務
の
明
確
化

・
官
僚
制
の
整
備

・
法
律
主
義
の
採
用
と
民
主
的
な
意
思
決
定
の
遵
守

・
定
期
的
な
教
育
調
査
実
施
体
制
の
整
備

・
分
野
・
事
項
別
の
優
先
順
位
の
特
定

・
地
域
住
民
と
保
護
者
の
理
解

・
行
政
や
学
校
の
努
力

・
国
―
地
方
自
治
体
間
の
分
担
関
係
の
明
確
化

・
税
制
の
見
直
し
と
地
方
交
付
金
制
度
の
確
立

・
基
本
的
ニ
ー
ズ
の
特
定

・
官
民
の
役
割
分
担
と
協
力
体
制
の
構
築

・
地
方
自
治
制
度
の
整
備

・
地
方
分
権
化
の
推
進

☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

☆

☆ ☆

☆ ☆

● ● ◎ ◎ ◎ ◎ ● ◎ ○ ●

● ● ● ◎ ○ ◎ ● ○ ○ ○

◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

● ● ● ● ◎ ● ● ◎ ◎ ●

教
育
行
政
能
力

の
向
上

教
育
財
政
の

改
善

地
方
分
権
の

推
進

教
育
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト

の
改
善

応
用
可
能
性
の

判
断
基
準

本
格
始
動
時
期

導
入
・
実
施
の
た
め
の
主
な
前
提
条
件

途
上
国
に
参
考
と
な
る
日
本
の
教
育
経
験

（
数
字
は
対
応
す
る
章

注
）

サ
ブ
目
標

目
標

導 入 期

拡 充 期

復 興 期

充 実 期

必 要 時 間

必 要 予 算

技 術 水 準

必 要 労 力

②
教
育
委
員
会
制
度
の
導
入

②
視
学
制
度
の
拡
充

④
学
校
関
連
諸
経
費
の
受
益
者
負
担

④
職
員
会
議
（
校
内
審
議
機
関
）
の
設
置
と
そ
の
継
続
的
実
施

④
学
校
の
裁
量
権
拡
大
と
学
校
自
治
の
確
立

④
校
長
・
教
頭
の
学
校
運
営
管
理
能
力
の
強
化

④
指
導
計
画
（
年
間
行
事
・
時
間
割
等
）
の
整
備

④
校
内
研
修
に
よ
る
教
員
の
問
題
解
決
能
力
の
強
化

④
学
校
別
教
育
目
標
の
設
定

④
主
任
制
度
を
柱
と
す
る
学
校
運
営
組
織
（
校
内
執
行
機
関
）
の
形

成
と
校
務
分
掌
の
促
進

④
学
級
会
や
児
童
会
等
、
児
童
に
よ
る
学
校
自
治
の
推
進

④
組
織
化
・
制
度
化
に
よ
る
保
護
者
や
地
域
住
民
の
学
校
経
営
（
学

校
づ
く
り
）
へ
の
関
与
の
拡
大

・
一
般
行
政
の
中
で
の
位
置
付
け
と
役
割
の
明
確
化

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
の
重
要
性
へ
の
理
解

・
地
域
住
民
と
保
護
者
の
理
解

・
学
校
と
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
よ
る
資
金
調
達
の
努
力

・
校
長
（
教
頭
、
主
任
）
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
一
般
教
員
の
職
員

会
議
へ
の
理
解

・
教
員
や
児
童
生
徒
の
自
立
性
・
自
主
性
の
醸
成

・
学
校
運
営
管
理
の
責
任
負
担
体
制
の
明
確
化

・
適
正
な
管
理
職
選
考
と
管
理
者
研
修
の
実
施

・
地
域
及
び
児
童
の
教
育
ニ
ー
ズ
の
把
握

・
校
内
研
修
を
可
能
と
す
る
時
間
の
確
保

・
国
定
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
の
整
備

・
管
理
職
と
そ
の
業
務
に
関
す
る
法
的
根
拠
の
確
保

・
校
長
（
教
頭
、
主
任
）
の
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
と
一
般
教
員
の
校
務

分
掌
へ
の
理
解

・
教
員
及
び
児
童
の
役
割
や
責
任
の
明
確
化

・
保
護
者
や
地
域
住
民
の
意
識
の
向
上
と
教
員
の
理
解
と
協
力

☆ ☆ ☆ ☆

☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆ ☆

◎ ○ ◎ ○ ● ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ◎

◎ ● ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ◎ ○ ○

◎ ◎ ○ ○ ◎ ● ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎

● ◎ ◎ ◎ ● ● ● ● ◎ ● ◎ ●

学
校
運
営
管
理

能
力
の
向
上

注
：

②
：
「
教
育
行
政
」
よ
り

③
：
「
教
育
財
政
」
よ
り

④
：
「
学
校
経
営
」
よ
り

⑤
：
「
明
治
期
の
就
学
促
進
」
よ
り

⑥
：
「
女
子
教
育
」
よ
り

⑦
：
「
戦
後
の
就
学
困
難
児
童
生
徒
に
対
す
る
就
学
促
進
策
」
よ
り

⑧
：
「
へ
き
地
教
育
」
よ
り

⑨
：
「
留
年
・
中
途
退
学
問
題
へ
の
取
り
組
み
」
よ
り

⑩
：
「
教
育
課
程
」
よ
り

⑪
：
「
指
導
計
画
」
よ
り

⑫
：
「
教
員
養
成
・
研
修
」
よ
り

⑬
：
「
授
業
研
究
」
よ
り
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した経済不況とそれに伴う授業料徴収の厳格化によ

り、上昇を見せていた就学率は再び下降する。

その後、1886年（明治19年）に４年制義務教育が

開始され、1880年（明治13年）に廃止された国庫補

助金制度が1899年（明治32年）に再開された。その

ころ、各県で就学促進活動が活発化し、特に裁縫科

の設置や子守教室といった女子の就学促進も積極的

に行われた。また1895年（明治28年）の日清戦争の

勝利による経済的発展も就学促進に寄与し、近代教

育制度の発足から約30年後の1905年（明治38年）に

は就学率が95％を超え、1907年（明治40年）に義務

教育年限が６年に延長された。

1．学校教育

1-1 初等教育の就学率の推移
1872年（明治５年）の「学制」発布により教育制

度の整備と学校建設が実施されたが、学校維持運営

における過度の住民負担と教育内容に対する不信に

より、1873年（明治６年）に学校焼き打ち事件が起

こるなど、住民の不満は増大し、しばらく就学率は

低迷した。その後1880年（明治13年）の「教育令」

改正により就学督促が強化され、教育課程が改善さ

れたことにより、就学率が一時上昇する。しかし、

1877年（明治10年）の西南戦争の戦費処理に端を発

図A－１　就学率の変遷（小学校）
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６
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教
育
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年
制
義
務
教
育
化�

出所：文部省調査局（1962）『日本の成長と教育：教育の展開と経済の発達』文部省
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1-2 教育段階別の就学率の推移
第二次世界大戦後の新教育体制のもと、義務教育

が９年に延長され、1950年（昭和25年）には中学校

の就学率は99.2％に達した。（しかし、敗戦後の生

活困窮や家族離散等のため、長期欠席者の数も多く、

また昼働いて夜学ぶ者等のために、東京、大阪等の

大都市においては、夜間に学級を開設する中学校が

見られた。（文部省『学制百年史』より））高等学校

は1948年（昭和23年）から発足したが、旧制中学か

らの移行もスムーズに行われ、発足当初の1950年

（昭和25年）の46.7％から順調に上昇をみせ、1975

年（昭和50年）には92.5％に達した。学制当初から

存在した高等教育は、長い間エリート教育の性格を

保持していたが、戦後の経済成長に伴い大衆化し、

2000年（平成12年）には半数以上が就学するように

なった。

100

（％）�

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

第
二
次
世
界
大
戦
終
結�

1885 1895 1905 1915 1925 1935 1945 1955 1965 1975 1985 1995

小学校�

中学校�

旧制中学校�

高等学校�

高等教育�

注１：「小学校」及び「中学校」；義務教育学齢人口（外国人を除く就学者数＋就学免除・猶予者数＋１年以上居所不明
者数）に対する外国人を除く就学者数の比率

注２：「高等学校」；該当年齢人口に対する在学者数（高等学校（通信制課程を除く）、中等教育学校校規過程（1999年以降）、
盲学校・聾学校・養護学校（高等部）、高等専門学校第１、２、３学年（1932年以降）、国立工業教員養成所（1965年）、
国立養護教諭養成所（1970年、1975年）の比率。通信教育の学生は含まれていない）

注３：「高等教育」；該当年齢人口に対する在学者数（大学（大学院を除く）、短期大学、高等専門学校第４、５学年
（1962年以降）及び専攻科（1992年以降）、専修学校専門課程（1976年以降）、国立工業教員養成所（1965年）、国立
養護教諭養成所（1970年、1975年）の比率。通信教育の学生は含まれていない）

注４：旧制中学については、旧制中学校・高等女学校（実科を除く）・実業学校（甲）及び師範学校（第一部）のそれぞれ
本科へ進学した者の割合である。（以上、文部科学省「2001 我が国の教育統計－明治・大正・昭和・平成－」より）

出所：旧制中学については、文部省調査局（1962）『日本の成長と教育：教育の展開と経済の発達』文部省
その他については、文部科学省（2001）『2001 我が国の教育統計－明治・大正・昭和・平成－』財務省印刷局

図A－２　教育段階別の就学率の推移
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1-3 小学校数の推移
「学制」発布（1872年（明治５年））から３年後に

は、現在とほぼ変わらない数の小学校が設置された。

しかし、1891年（明治24年）に学校設備準則が制定

され学校設置基準が明確化するまで、その多くは家

屋や寺などをそのまま利用しただけの簡易なもので

あった。

図A－３　小学校数の推移
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設
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基
準
の
制
定�

出所：文部科学省（2001）『2001 我が国の教育統計－明治・大正・昭和・平成－』財務省印刷局
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1-4 小学校１校当たりの児童数の推移
1907年（明治40年）の９年制義務教育化以後、子

どもの数の増加に合わせて児童数も増え、1944年

（昭和19年）に１校当たり平均500人のピークを迎え

る。その後、二度のベビーブームを経て、近年の少

子化に伴い児童数は減少傾向にある。

図A－４　小学校１校当たりの児童数の推移
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出所：（児童数、学校数ともに）文部科学省（2001）『2001 我が国の教育統計－明治・大正・昭和・平成－』財務省印刷局
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1-5 教育段階別教員数の推移
小学校、中学校、高等学校においては、1985年

（昭和60年）ごろまで順調にその数を増加していっ

たが、それ以後の少子化に伴い、教員数は減少傾向

にある。盲・聾・養護学校においては、戦後以降、

学校が徐々に整備され、1972年（昭和47年）に始ま

った「養護学校整備７年計画と1979年（昭和54年）

の養護学校義務化」により養護学校の設置が本格化

されたころから教師数は増加に転じている。

図A－５　教育段階別教員数の推移
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盲・聾・養護学校�
高等学校�

注１：国・公・私立の合計数である。
注２：本校・分校の合計数である。
出所：文部科学省（2001）『2001 我が国の教育統計－明治・大正・昭和・平成－』財務省印刷局 （出所：「学校基本調

査報告書」）
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1-6 教員１人当たりの児童数
明治の学制発布以後しばらくは、就学者数の増加

を目指すとともに教員の養成・確保が重視され、教

員数の増加が図られた。しかし、1890年後半以降の

急激な児童数の増加に教員数が追いつかず、教員１

人当たりの児童数が急増し、ピーク時には50人に達

するほどであった。その後、徐々に減少していき、

1995年（平成７年）以降は、教員１人当たりの児童

数はピーク時の半分以下になっている。

図A－６　教員１人当たりの児童数の推移
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1-7 １教室当たりの児童・生徒数の推移
明治以降、小学校入学者の増加とともに１教室当

たりの児童数は増加し、戦後の1960年代までは１教

室当たり40人を超えていた。戦後に普遍化を達成し

た中学校においては、１教室当たりの生徒数は50人

近くに達していた。しかし、学校施設の整備が進み、

昨今の少子化も影響して、徐々に児童・生徒数は減

少し、１教室当たりの人数は減少傾向にある。

図A－７　１教室当たりの児童・生徒数の変遷
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出所：文部科学省（1972）『学制百年史　資料編』帝国地方行政学会
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1-8 有資格教員数の推移（小学校）
学制当初は30％に満たなかった有資格教員の割合

は、師範学校などの整備により、徐々に高くなり、

戦前ですでに90％近くに達した。戦争の影響で有資

格教員数が一時減少したが、10年後には回復し、

1960年（昭和35年）には95％を超えるに至った。

図A－８　有資格教員の割合の推移（小学校）
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出所：有資格教員数；文部省調査局（1962）『日本の成長と教育：教育の展開と経済の発達』文部省
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2．教育費

2-1 教育段階別教育費の割合の推移
明治初頭は、最大の重点課題であった初等教育の

普遍化が積極的に実施されたため、初等教育費の占

める比率が1885年（明治18年）で84.3％という高い

比率を占めていたが、普遍化が達成されるにつれ

徐々に低くなり、中等以上の教育段階の教育費の占

める比率が増加している。中等教育費の比率は、

1885年（明治18年）には2.8％にすぎなかったが、

1899年（明治32年）の「中学校令」改正などの中等

教育振興策により、1900年（明治33年）には大幅に

上昇して16.5％となり、その後も徐々に増加し、戦

後の新制中学校の義務化後は、戦前の倍以上の40％

を超えるようになった。高等教育費の占める比率は、

明治以降しばらくは10％近くを上下していたが、高

等教育の拡充期であった1930年（昭和５年）には

21.5％に増加した。戦後は中等教育の拡充に重点が

置かれたため、高等教育費の比率は相対的に減少し

たが、近年の高等教育の大衆化に伴い、徐々に増加

傾向にある。

図A－９　教育段階別教育費の割合の推移
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注１：1940年以前の「中等教育」は新制中学を含む。
注２：1940年以前の「高等教育」は教員養成を含む。
注３：1950年以降の「中等教育」は、中学校、盲・聾・養護学校、高等学校を含む。
注４：1950年以降の「高等教育」は、大学・短期大学、専修学校、各種学校を含む。
出所：1885～1940年　文部省「日本の成長と教育」（昭和37年度）：http://wwwwp.mext.go.jp/jky1962/index-32.html

1950～2000年　文部科学省（2001）『2001 我が国の教育統計－明治・大正・昭和・平成－』財務省印刷局
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2-2 国・地方の負担別公教育費の推移
国は明治初頭から補助金などの支給を行っていた

が、増加傾向にあった市町村の教育費負担を軽減し

た。全国的に教育の水準の向上を図ることを目的と

して制定された「市町村義務教育費国庫負担法」が

1918年（大正７年）に制定されて以降、小学校教員

の俸給の一部を国が負担することとなり、国の負担

率は1881年（明治14年）の7.8％から1921年（大正

10年）には24.3％に上昇した。その後、1940年（昭

和15年）には「義務教育費国庫負担法」が新たに制

定され、市町村立小学校教員の給与費の２分の１は

国が負担することとなり、それ以降の国の負担率は

30％程度となっている。県の負担する教育費の増加

率は戦前を通して緩やかであったが、1940年（昭和

15年）から市町村立小学校の教員給与が県費負担と

されたことにより、県の負担率は20％前後から40％

へと２倍になった。国及び県が教育費の負担額を増

大するに従って、市町村の教育費負担率は1881年

（明治14年）の76％から1935年（昭和10年）には

49％、1955年（昭和30年）には25％へと減少してお

り、1980年代以降は30％程度となっている。

図A－１０ 国・地方の教育負担の割合の推移
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出所：1885～1939 文部省「日本の成長と教育」（昭和37年度）（http://wwwwp.mext.go.jp/jky1962/index-32.html）
1950～1985 細谷俊夫他（1990『新教育学大事典』第一法規出版

表A－１　国・地方の負担別公教育費の推移（千円）

年 国
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出所：1885～1940年　文部省「日本の成長と教育」（昭和
37年度）
（http://wwwwp.mext.go.jp/jky1962/index-32.html）
1955～1985年　細谷俊夫他（1990）『新教育学大事
典』第一法規出版
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2-3 国・地方の歳出総額に対する教育費
の割合の推移

国の歳出総額に占める教育費の比率は、国の教育

費負担率の増大につれて増加し、1885年（明治18年）

には1.8％にすぎなかったものが、1950年（昭和25

年）には4.7％に上昇している。戦後、国の負担率

が増大した理由として、戦災復旧施設費や新制中学

校の施設整備に対する国の負担が大きかったこと、

へき地教育の振興、産業教育・理科教育の振興など、

各種の教育の振興を目的とした補助金が増大してい

ることなどが挙げられる。

地方においては、戦前の義務教育の普及に力を入

れていた時期は、かなりの予算を教育に充てていた

が、徐々に減少し、近年は約20％が教育に充てられ

ている。地方の教育費の内訳の特徴として、都道府

県では教職員の人件費、市町村では小・中学校の建

設費が多くを占める（細谷（1990））。

図A－１１ 国・地方の歳出総額に占める教育費の割合の推移
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出所：1873～1945年　細谷俊夫他（1990）『新教育学大事典』第一法規出版
1950～1998年　文部科学省（2001）『2001 我が国の教育統計－明治・大正・昭和・平成－』財務省印刷局

〈山口　直子〉
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